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上場維持基準への適合に向けた計画に基づく進捗状況（改善期間入り）及び計画期間の変更について 

 

当社は、2023 年３月 30 日に、「プライム市場の上場維持基準への適合に向けた計画書（以下、「計画書」と

いう。）を提出しており、2025 年３月 27 日に、計画書の計画期間の変更について開示しておりますが、2025

年12月31日時点における計画の進捗状況及び計画期間の変更について、下記のとおり作成しましたので、お

知らせいたします。 

 

記 

 

１．当社の上場維持基準の適合状況の推移、計画期間の変更及び改善期間 

当社の 2025 年 12 月 31 日時点におけるプライム市場の上場維持基準への適合状況は、その推移を含め、以

下のとおりとなっており、流通株式時価総額について基準に適合しておらず、現在、改善期間に入っておりま

す。このため、「2025年12月31日まで」としていた計画期間を「2026年12月31日まで」に変更し、流通株

式時価総額について、2026 年 12 月 31 日までにプライム市場の上場維持基準に適合すべく、引き続き、各種

取組を進めてまいります。一方、プライム市場の上場維持基準を充たすことができない可能性も踏まえ、スタ

ンダード市場への市場区分変更についても、並行して検討してまいります。 

なお、流通株式時価総額基準について、2026 年 12 月 31 日までの改善期間内に基準に適合していることが

確認できなかった場合には、東京証券取引所より監理銘柄（確認中）に指定されます。その後、当社が提出す

る 2026 年 12 月 31 日時点の分布状況表に基づく東京証券取引所の審査の結果、流通株式時価総額基準に適合

している状況が確認されなかった場合には、整理銘柄に指定され、当社株式は 2027 年７月１日に上場廃止と

なります。 

 株主数 流通株式数 流通株式時価総額 流通株式比率 

 

 

当社の 

適合状況 

及び 

その推移 

2022年12月末

基準日時点 

1,897人 24,622単位 77.1億円 54.7％ 

2023年12月末

基準日時点 

1,716人 24,656単位 79.9億円 54.0％ 

2024年12月末

基準日時点 

1,985人 25,025単位 52.6億円 53.7％ 

2025年12月末

基準日時点 

1,643人 23,593単位 54.1億円 49.9％ 

上場維持基準 800人 20,000単位 100億円 35％ 

適合状況 〇 〇 × 〇 

計画期間（改善期間） － － 2026年12月31日 － 



  

 

 

  

※ 当社の適合状況は、東京証券取引所が基準日時点で把握している当社の株券等の分布状況表等をもとに算

出を行ったものです。 

 

２．上場維持基準への適合に向けた取組の実施状況及び評価（2025年1月～2025年12月） 

 詳細は、別紙「プライム市場上場維持基準への適合に向けた計画に基づく進捗状況（改善期間入り）及び計

画期間の変更」のとおりです。 

 

３．上場維持基準に適合していない項目ごとのこれまでの状況を踏まえた今後の課題と取組内容 

 詳細は、別紙「プライム市場上場維持基準への適合に向けた計画に基づく進捗状況（改善期間入り）及び計

画期間の変更」のとおりです。 

 

以 上 
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1．上場維持基準への適合状況、計画期間の変更及び改善期間
当社の2025年12月31日時点におけるプライム市場の上場維持基準への適合状況は、以下の通り
となっており、「流通株式時価総額」について基準を充たしておらず、改善期間に入っており
ます。
このため、計画期間を「2026年12月31日まで」に変更し、引き続き、上場維持基準適合に向け
た各種取組を進めるとともに、基準を充たすことができない可能性も踏まえ、スタンダード市
場への市場区分変更についても、並行して検討してまいります。

流通株式
比率

流通株式
時価総額流通株式数株主数

54.7％77.1億円24,622単位1,897人2022年12月末当社の
適合状況

及び
その推移

54.0％79.9億円24,656単位1,716人2023年12月末
53.7％52.6億円25,025単位1,985人2024年12月末
49.9％54.1億円23,593単位1,643人2025年12月末
35%100億円20,000単位800人上場維持基準
〇×〇〇適合状況
ー2026年12月31日ーー計画期間（改善期間）
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２．上場維持基準の適合に向けた取組の実施状況及び評価

5

■基本方針
中期経営計画（〜2024年12月期）で掲げる、

• 人材 ： 採用・育成による人材基盤の強化
• 顧客 ： 先進企業群を中心とした顧客基盤の強化
• サービス ： 海外事業も含めたサービスの強化
• グループ経営 ： M&A活用によるグループ経営の強化

の取り組みを着実に推進し、業績拡大（2024年12月期に連結売上高165億円、連結営業利益20億円を達成）を通じて企
業価値の向上を図り、上場維持基準の充足を実現します。

■課題及び取組内容
当社は、一定の流通株式数を確保しながらも、「流通株式時価総額」が基準に未達となった状況を踏まえ、時価総額を
向上させるとともに、株式市場で適正な評価を得ることが課題と捉えております。この課題を解決するため、以下の取
り組みを推進してまいります。
① 中期経営計画の達成による業績（EPS）の向上
② IR活動の強化によるバリュエーション（PER）の向上

2023年3月30日開示の「上場維持基準への適合に向けた計画書」（以下、「計画書」）において、流通株式
時価総額の基準充足に向け、下記「基本方針」と「課題及び取組内容」を掲げておりました。

2025年12月期において、上記内容に沿って取組を推進した結果、EPSは、資産売却等特別損益の影響を除き、
着実に向上しておりますが、営業利益額は、計画書において2024年12月期の目標として設定していた金額に
届かず、PERも向上には至りませんでした。結果として、流通株式時価総額は上場維持基準を充足することは
できませんでした。
各取組の実施状況及び評価については、次ページ以降のとおりです。
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２．上場維持基準の適合に向けた取組の実施状況及び評価
① 中期経営計画の達成による業績（EPS）の向上 について

人材

 採用強化
グループで年間100名以上の純増を目指す
M&A≒採用活動と位置づけ、継続推進

 育成強化
グループ教育体制並びに現場主導での教育施策を強化
グループや提携先を含めた人材交流（出向含）の積極化
コンサルタントとエンジニア間のキャリア転換の機会充実

 ナレッジ連携
グループ間ナレッジを連携するための専門組織を設置
ナレッジの再整備、教育体系の再設計、制度の強化を実行

【計画書における取組項目】

【2025年度の実施状況及び評価】
・採用強化

フロント人員数は期初想定には未達となったものの、シニアマネジャー層の積極採用等により、メンバー層に対する
PM（プロジェクトマネジャー）層の比率改善やコンサルタントとエンジニアの人材構成比適正化が進展

・育成強化
PM、BA（ビジネスアナリスト）領域の専門資格取得者が着実に増加。新人事制度の導入により、職種の多様化と専
門性を強化し、各専門職のコンピテンシー及び育成体験を刷新

・ナレッジ連携
KM推進室主導で、グループカンファレンスや事例共有会を通じたグループ内でのナレッジ還流と共有を促進
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２．上場維持基準の適合に向けた取組の実施状況及び評価
① 中期経営計画の達成による業績（EPS）の向上 について

顧客

【計画書における取組項目】

【2025年度の実施状況及び評価】
・先進企業群との関係強化

マーケティング＆セールス部主導で、主力取引先である先進企業群を中心にアカウント営業体制を整備。有望な新規
顧客の開拓に向けたマーケティング活動も強化。

・エリア拡大
中央省庁や地方自治体との取引を起点に、広島・静岡を中心に、独立行政法人や国立大学法人向けの事業展開も加速。
関⻄エリアでは、サービス別の組織が東名阪一体でサービス提供を推進していく体制を強化。

・産学連携や自治体向け/中堅・中小向けサービスの推進
従来から継続している、地方におけるスタートアップ支援・イノベーション拠点運営に加え、経産省「Society5.0時代
のデジタル人材育成に関する検討会」への参画、ME-Lab Japanを軸とするGX/SXソリューション（静岡市「森林カーボ
ンクレジット創出促進事業」等）の受託など、新たな領域での案件が増加。

 先進企業群との関係強化
LTSグループのサービス提供を通じ、変革意思の強い先進企業との関係を一層強化

 エリア拡大
⻄日本エリアでの体制強化
アジア・グローバル（FPT連携）でのサービス提供を本格化

 産学連携や自治体向け/中堅・中小向けサービスの推進
顧客と研究機関を巻き込んだ産学連携のさらなる推進
自治体向け/中堅・中小向けサービスのさらなる推進
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２．上場維持基準の適合に向けた取組の実施状況及び評価
① 中期経営計画の達成による業績（EPS）の向上 について

サービス

【計画書における取組項目】

【2025年度の実施状況及び評価】
・サービス強化

「戦略コンサルティング事業本部」を新設し、データ戦略領域の体制強化を通じて、提供価値向上と販売力強化を推
進。生成AI関連のサービス開発や外部企業等の協業等、幅広い領域でサービスラインナップを拡大。

・海外事業展開
海外案件は増加傾向にあるが、海外事業としての本格展開（顧客開拓、拠点立ち上げ）は今後の課題。

・FPT及び横河電機グループとの連携
横河電機グループとの協業は、プロジェクト単位で順調に拡大。FPTグループとも広範な提携が進み、共同での開発
案件受注や、エンジニア・データサイエンティスト育成推進。

 サービス強化
ITソリューションサービスにおけるサービス強化
資本業務提携先（FPT、横河）との案件相互獲得、共同での体制構築（人材の採用育成）
各種ソリューション提供会社との提携強化

 海外事業展開
資本業務提携先（FPT、横河）と共同でのサービス開発、顧客開拓、海外拠点の立上げ
海外案件の定期獲得 、海外事業として単体⿊字

 FPT及び横河電機グループとの連携
“OT+IT”リクルーティング＋育成プログラム
フリーランスの供給＋IT 企業との協業サポート
顧客軸での協業推進、サービス軸での協業推進、日本市場における共同出資（M&A）
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２．上場維持基準の適合に向けた取組の実施状況及び評価
① 中期経営計画の達成による業績（EPS）の向上 について

グループ経営

【計画書における取組項目】

【2025年度の実施状況及び評価】
・シナジーの創出

DXコンサル及びSI領域において、オールLTSでクライアント企業の変革をサポートする共同案件が増加。LTSとして
のアカウント営業の体制整備は進捗しているものの、グループ横断での営業推進体制については、継続課題。

・コーポレート機能の強化
グループ管理機能強化を目的として、機能軸を中心とした人財交流及び人員配置最適化を推進。グループ各社の管理
機能共通化は、現行の業務プロセス整理を踏まえ、効果が見込まれる領域を特定した上で、順次対応中。

 シナジーの創出
グループアセットを活用した顧客開拓・案件獲得により、営業人員を最適化し、単価向上と支
援テーマ拡大を実現
グループ横断での案件デリバリを増やし、総合チームとしての価値提供をさらに推進

 コーポレート機能の強化
グループ各社の管理機能を共通化することで、機能の高度化とコストの適正化を両立
グループIT基盤の強化やオフィス移転により、新たなワークスタイルを確立し、生産性向上を
実現
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２．上場維持基準の適合に向けた取組の実施状況及び評価
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② IR活動の強化によるバリュエーション（PER）の向上 について

下記のIR活動強化により、投資家の業績予想及び中期経営計画達成に対する確信度を高め、従来のPER水準を回復
することで、前倒しでの上場維持基準の充足を目指します。
 中期経営計画の進捗状況に対する定期的な開示
 ホームページ改訂に伴うIR関連コンテンツ及び決算説明資料等の開示資料の一層の充実
 機関投資家との接点強化及び対話推進
 個人投資家向け説明会への参加

【計画書における取組項目】

【2025年度の実施状況及び評価】
・中期経営計画の進捗状況に対する定期的な開示

各四半期の決算説明資料において、業績予想に対する進捗状況を開示。2025年12月期以降の業績については、「中
⻑期の成⻑シナリオ」として、2027年12月期までを「2nd Growth Plan」期間とし、成⻑イメージや業績目標の概略
を明示し、サービス領域別成⻑シナリオや非連続的成⻑に向けたM&A戦略についても開示。

・ホームページ改訂に伴うIR関連コンテンツ及び決算説明資料等の開示資料の一層の充実
IR情報サイトに個人投資家向けのページを追加。LTSの事業概要やLTSが属するコンサルティング業界の情報等のコ
ンテンツを掲載するなど、情報発信を強化。

・機関投資家との接点強化及び対話推進
従来より接点のあった機関投資家との対話推進に注力。新たな機関投資家との接点確保は継続課題。

・個人投資家向け説明会への参加
証券会社やIR支援会社が主催する個人投資家向け説明会への参加、四半期決算後の株主懇談会の開催等、情報メディ
アへの情報提供に加え、個人投資家への直接的なアプローチ強化を継続。
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３．今後の課題及び取組内容

12

■課題及び取組内容
当社は、一定の流通株式数を確保しながらも、「流通株式時価総額」が基準に未達となった状況を踏まえ、時価総額を
向上させるとともに、株式市場で適正な評価を得ることが課題と捉えております。この課題を解決するため、以下の取
り組みを推進してまいります。
① 中期経営計画の達成による業績（EPS）の向上
② IR活動の強化によるバリュエーション（PER）の向上

当初の計画書に掲げた、下記「課題及び取組内容」について、基本的な方向性に変更はありません。

【2026年12月期における取組内容に対する補足】
① EPS向上

• 営業利益について、直近5年CAGR（年平均成⻑率）は14.6％（2021年度実績：600百万円、2025年度期実績：
1,185百万円）となっております。2025年度は、一過性損失の影響等で成⻑率は鈍化しましたが、2026年度は、
前年比34.9%増の1,600百万円を見込んでいます。

• 当初の計画書に明記していた「中期経営計画」は2024年12月期が最終年度となっておりましたが、2025年12月
期以降も、2025年12月期決算説明資料において公表している「中⻑期の成⻑シナリオ」（P13〜17：一部抜粋）
に沿って、着実に業績（EPS）向上を目指します。

② PER向上
• IR担当部門を中心に、現在、弊社株式売買の中心となっている個人投資家向けの活動量を増やし、日々の出来高

水準を引き上げ、新たな機関投資家にも株式を保有していただけるよう、活動してまいります。
• 事業成⻑投資と株主還元との両立を目指し、配当性向20％程度を目安に、配当を継続してまいります。加えて、

中⻑期での企業価値向上に向け、機動的に実施する自社株買いや株主優待制度の導入等の各種施策について、取
り組みを検討・推進してまいります。
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2030年目標

【決算説明資料抜粋】2nd Growth Plan - VISION2030に向けて

FY2030FY2029FY2028FY2027FY2026FY2025FY2024FY2023FY2022FY2021

1st Growth Plan 2nd Growth Plan 3rd Growth Plan

• ビジネススケールの拡大
• サービスの総合化
• M&A/PMIリテラシー向上

• 収益性の回復
• 専門サービス力の強化
• エンゲージメントの向上
• 顧客関係の深化

• 事業規模の拡大
• ブランドの確立と浸透
• 顧客関係価値最大化

VISION 2030 : Perform & Transform

• 「2nd Growth Plan」期間では、サービス競争力と従業員エンゲージメント（報酬水準引き上げを含む）を高め、
顧客関係を強めることで、「1st Growth Plan」期間に低下した収益性を回復

売上高
15%成⻑

LTV
×

NPS
ビジネス

アジリティ
No.1

売上高 営業利益率
500億 円 /  10 % 超
（オーガニック＋M&A）

プロフェッショナル
2,000名

(ビジネスアジリティの専門家)

デジタル時代の
ベストパートナー

（変革×事業×組織≒協創）

営利成⻑率
20%超

重点顧客
30社

Data/AI
Strategy
Arch/PM

CM

eNPS

売上高成⻑率
30%超

M&A
2社

（上場企業含）

1,000名
体制

13
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【決算説明資料抜粋】2nd Growth Plan - 業績目標推移

1st Growth Plan（2021-2024） 2nd Growth Plan（2025-2027） 3rd Growth Plan（2028-2030）

7,375

9,637

12,242

16,592 17,101
18,300

19,400

21,700

24,200

27,000

600 501
712

1,107 1,185

1,600

2,020

2,424

2,908

3,490

-500

500

1,500

2,500

3,500

4,500

5,500

6,500

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

FY2021 FY2022 FY2023 FY2024 FY2025 FY2026 FY2027 FY2028 FY2029 FY2030

売上高（オーガニック）
売上高（M&A）
営業利益

（百万円）

当社では、昨今の不確実性の高い経営環境、および、新規事業（周辺事業・海外事業）やM&Aの比重が大きい成⻑シナリオの前提を踏まえ、毎年機動的に戦略を見直し、翌年度以降の事業計画に反映していくことが望ましいと考えます。
そのため、『中期経営計画』としてではなく、当社の成⻑イメージを株主・投資家のみなさまと定量的にも共有することを目的として、“参考情報”として数年毎に「Growth Plan」を公表してまいります。

• 2025-2027期間では収益性（営業利益率）の回復を優先し、営業利益の平均成⻑率20％を目指して運営中
• FY2025実績を踏まえ、FY2026の目標数値およびFY2027の売上高目標数値を調整

• 旧プロフェッショナルサービス事業：FY2025に発生した一過性損失の影響は脱している
• 旧プラットフォーム事業： 現在構造改革中、原価率の高いビジネスのため利益成⻑への影響は限定的だが売上高成⻑への影響が大きい

• 2028-2030期間についても、営業利益の平均成⻑率20％は継続する方針
• 計画には織り込まないものの、オーガニック成⻑に加え、M&Aによる非連続的な成⻑も視野

売上高
CAGR（24-27）

5.4%

＋M&A

M&Aを加味した成⻑目標

売上高
500億 円

営業利益率
10% 超

FY
2030

オーガニックでの成⻑イメージ

売上高
194億 円

営業利益
20.2億 円
(利益率：10.4%)

FY
2027

売上高
再策定中

営業利益
再策定中

(利益率：再策定中)

FY
2030

14

3rd Growth Planに
ついては現在再策定中
（サービス領域×年度

毎の成⻑計画）

上半期決算発表にて
開示予定

営業利益
CAGR（24-27）

22.2%

±M&A

FY2026 FY2027
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【決算説明資料抜粋】2nd Growth Plan - 積層型事業成⻑戦略
• トランスフォーメーションを総合的に支援し、デジタル時代のベストパートナーを目指す
• 既存事業の強化によって収益性を高め、周辺領域・海外事業の探索によって次の飛躍の土台を整備

FY2025

海外事業 展開

周辺事業 展開

既存事業 進化

既存事業 深化

アジア市場でのブランド構築
• 既存顧客のグローバルサポート推進
• FPTグループ・横河グループとの連携
• M&A活用（現地パートナー獲得）

新たな“X（Transformation）”推進力の強化
• 戦略コンサルおよび組織コンサル領域強化
• GX支援およびSX支援領域強化
• M&A活用（ソリューション獲得）

企業変革支援の高度化による顧客関係価値の向上
• End-to-Endのトータルサービス強化（顧客単価↑）
• Edge-to-Edgeのクロスサービス強化（顧客単価↑）
• ビジネスアジリティブランド強化（顧客数↑）

個別サービスの品質・収益性の向上
• BA・PM等の専門教育強化（人月単価↑）
• PM層・コンサルタント採用強化（人員数↑）
• 案件パイプライン管理と稼働管理の徹底（稼働率↑）

〜重層展開による事業成⻑イメージ〜

FY2002 FY20xx

15
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- 精査中 -

実績

【決算説明資料抜粋】既存事業の深化と進化 - サービス領域別成⻑シナリオ
• FY2025-27の期間は収益性の回復・向上を優先し、各サービス領域とも売上高成⻑はやや抑制的に計画
• FY2028より再度売上高成⻑を追求するため、全サービス領域で想定成⻑率を引き上げ

FY24 FY25 FY26 FY27 FY28 FY29 FY30

①

②

③

④

③

④

① 戦略
コンサルティング

② DX
コンサルティング

プラットフォーム
& エージェント

DX
エンジニアンリング

サービス領域

※ 2026年２月時点で想定される、FY2026〜FY2030の年平均成⻑率イメージ（年度単位で更新予定）

成⻑の方向性と取り組み

• 戦略+α（業界/先端技術知見）で指名される個の力を磨く
• 学会発表・論文執筆などの研究活動や対外発信を通じ、中

⻑期的な外部評価獲得と新領域探索を並行推進

• パブリッククラウドの活用とアジャイル型開発の推進
• 深い顧客理解（事業・業務・組織）とアーキテクチャ管理

の専門能力を組み合わせ、顧客価値を最大化

• PM・BA等のコア専門力の育成体系を整備し体制を増強
• 産業やソリューションを軸に事業ユニットを組成し、各事

業ユニットの成⻑と、事業ユニット数の拡大を並行

• 営業体制の強化（人員増加・生産性向上）によるマッチン
グ件数の安定と増加

• マッチング以外の付加価値提供によるエコシステムの強化

サービス領域毎の
売上高成⻑イメージ FY2025-27

+1〜5%

+3〜7%

+11〜15%

+4〜8%

FY2028-30

+8〜12%

+4〜8%

+16〜20%

+10〜14%

想定成⻑率 ※

16
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TBD

【決算説明資料抜粋】非連続的成⻑に向けたM&A戦略

〜過去のM&A〜

ソ
フ
テ
ッ
ク

イ
オ
ト
イ

ワ
ク
ト

HCS

リ
ソ
ー
ス
獲
得

コンサルタント

エンジニア

ソリューション強化

マーケット開拓

先端技術/
プロダクト取込

新サービス獲得

• 海外現地パートナー

• 研修・コーチング関連、BPO、投資・事業創出関連、
HRサービス 等

• 生成AI・デジタルツイン・エッジコンピューティン
グ・ブロックチェーン・サイバーセキュリティ 等

• MS365、SAP、SFDC、OutSystems、PMO 等

• 戦略コンサルティング、SX/GXコンサルティング
• データコンサルティング、AIコンサルティング
• DXコンサルティング、ERPコンサルティング

• N/A（実施済）

• オーガニックでの成⻑を基本としながらも、重要な成⻑戦略オプションとしてM&Aを積極活用予定
• 2025-2027では既存事業の深化・進化のための小型（〜5億円）M&Aを優先

海外事業
展開

周辺事業
展開

既存事業
進化

既存事業
深化

サ
ー
ビ
ス
強
化

〜今後のM&Aの方向性〜
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免責・注意事項

18

 免責事項
 本資料は皆様の参考に資するため、株式会社エル・ティー・エス（以下、当社）の財務情報、

経営指標等の提供を目的としておりますが、内容についていかなる表明・保証を行うものでは
ありません。

 本資料に記載された内容は、現在において一般的に認識されている経済・社会等の情勢及び当
社が合理的と判断した一定の前提に基づいて作成されておりますが、経営環境の変化等の事由
により、予告なしに変更される可能性があります。

 将来見通しに関する注意事項
 本発表において提供される資料ならびに情報は、いわゆる「見通し情報」

（forward-lookingstatements）を含みます。これらは、現在における見込み、予測および
リスクを伴う想定に基づくものであり、実質的にこれらの記述とは異なる結果を招き得る不確
実性を含んでおります。

 それらリスクや不確実性には、一般的な業界ならびに市場の状況、金利、通貨、為替変動と
いった一般的な国内および国際的な経済状況が含まれます。

 今後、新しい情報・将来の出来事等があった場合であっても、当社は、本発表に含まれる「見
通し情報」の更新・修正を行う義務を負うものではありません。
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